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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　アクリロニトリル系繊維不織布セパレータとガラス繊維マットセパレータとの積層体を
備え、
　前記アクリロニトリル系繊維不織布セパレータには、直径０．５μｍ～２．０μｍのア
クリロニトリル系細繊維と、直径２．５μｍ以上のアクリロニトリル系太繊維とが少なく
とも用いられていることを特徴とする電池用セパレータ構造体。
【請求項２】
　前記アクリロニトリル系太繊維の直径は２．５μｍ～８．０μｍであることを特徴とす
る、請求項１に記載の電池用セパレータ構造体。
【請求項３】
　前記アクリロニトリル系繊維不織布セパレータにおいて、前記アクリロニトリル系細繊
維の含有量は前記アクリロニトリル系太繊維の含有量より多いことを特徴とする、請求項
１に記載の電池用セパレータ構造体。
【請求項４】
　前記アクリロニトリル系繊維不織布セパレータにおいて、前記アクリロニトリル系細繊
維の含有量は５０質量％～１００質量％であることを特徴とする、請求項１～３のいずれ
か１項に記載の電池用セパレータ構造体。
【請求項５】
　前記アクリロニトリル系繊維不織布セパレータにおいて、前記アクリロニトリル系太繊
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維の含有量は５０質量％以下であることを特徴とする、請求項１に記載の電池用セパレー
タ構造体。
【請求項６】
　前記アクリロニトリル系繊維不織布セパレータの目付量は４５ｇ／ｍ2～８０ｇ／ｍ2で
あることを特徴とする、請求項１～３のいずれか１項に記載の電池用セパレータ構造体。
【請求項７】
　前記アクリロニトリル系繊維不織布セパレータにおいて用いられているアクリロニトリ
ル系細繊維とアクリロニトリル系太繊維とは、湿式紡糸法によって形成されたものである
ことを特徴とする、請求項１～３のいずれか１項に記載の電池用セパレータ構造体。
【請求項８】
　前記アクリロニトリル系繊維不織布セパレータは袋状であり、前記ガラス繊維マットセ
パレータは薄板状であり、前記アクリロニトリル系繊維不織布セパレータの両面に前記ガ
ラス繊維マットセパレータがそれぞれ積層されていることを特徴とする、請求項１～３の
いずれか１項に記載の電池用セパレータ構造体。
【請求項９】
　アクリロニトリル系繊維不織布セパレータとガラス繊維マットセパレータとの積層体を
備え、
　前記アクリロニトリル系繊維不織布セパレータには、直径０．５μｍ～２．０μｍのア
クリロニトリル系細繊維と、直径２．０～５．０μｍのポリプロピレン繊維とが少なくと
も用いられていることを特徴とする電池用セパレータ構造体。
【請求項１０】
　複数の正極板と複数の負極板とが請求項１～９のいずれか１項に記載の電池用セパレー
タ構造体を介して交互に並べられてなることを特徴とする極板群。
【請求項１１】
　前記セパレータ構造体と前記正極板及び前記負極板との間の配置形態は、下記の（１）
～（４）のいずれか１つの形態をなすことを特徴とする、請求項１０に記載の極板群。
　（１）正極板及び負極板のうちの一方を事前に作製した袋状のアクリロニトリル系繊維
不織布セパレータに入れた後、前記袋状のアクリロニトリル系繊維不織布セパレータの両
面に薄板状のガラス繊維マットセパレータをそれぞれ積層する形態
　（２）正極板及び負極板のうちの一方をアクリロニトリル系繊維不織布セパレータで包
み、該アクリロニトリル系繊維不織布セパレータの両端底部を綴じ合わせて袋状にした後
、該袋状セパレータの両面にガラス繊維マットセパレータをそれぞれ積層する形態
　（３）正極板及び負極板のうちの一方を薄板状のガラス繊維マットセパレータ２枚で挟
み、さらにアクリロニトリル系繊維不織布セパレータで包んだ後、アクリロニトリル系繊
維不織布セパレータの両端底部を綴じ合わせて袋状にする形態
　（４）正極板及び負極板のうちの一方をガラス繊維マットセパレータ２枚で挟んだ後、
事前に作製した袋状のアクリロニトリル系繊維不織布セパレータに入れる形態
【請求項１２】
　前記正極板及び／又は負極板の集電体はエキスパンド格子であることを特徴とする、請
求項１０に記載の極板群。
【請求項１３】
　請求項１０～１２のいずれか１項に記載の極板群を備えていることを特徴とする鉛蓄電
池。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は電池用セパレータ構造体及び該セパレータ構造体を有する鉛蓄電池に関するも
のであり、具体的には、工程が簡単で低コストであり且つ優れた性能を有する電池用セパ
レータ構造体及び該セパレータ構造体を有する鉛蓄電池に関する。
【背景技術】
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【０００２】
　鉛蓄電池等の二次電池は、正極板と負極板との間に絶縁性の多孔質材料からなるセパレ
ータが挟まれており、該セパレータには電気絶縁性及びイオン伝導性が要求される。電子
機器の急速な小型化及び軽量化に伴い、電源としての二次電池には、体積の小ささ及び充
放電容量の高さも要求されるようになっている。
【０００３】
　電池の正負極板間の距離を短くすることは、容量を不変に保ちつつ体積を減らす有効な
手段であるが、正負極板が近づきすぎると内部短絡のおそれがある。そこで、正負極板を
できるだけ近づけられるようにしつつ、それらが互いに接触して短絡することを避けられ
るようにするのがセパレータの役割である。
【０００４】
　好ましいセパレータ材料は、良好な電解液吸収（吸着）性能及び高い機械的強度を有し
ている必要がある。極板群の体積を減らすという点から考えると、セパレータをさらに薄
型化することが好ましい。正極板と負極板とが短絡すると、電池内部の温度が上昇するが
、セパレータにはこの時にも安全性を保つ機能が要求される。また、電池の出力特性及び
充放電容量を維持するという点から考えると、セパレータのイオン透過性、並びに電解液
を吸収及び保持する性能も確保する必要がある。
【０００５】
　一方、二次電池には高いサイクル特性即ちサイクル寿命が要求される。二次電池の使用
中に充放電を繰り返すと、電池性能は徐々に低下する。電池性能が低下すると、電池の内
圧が上昇することがあり、これによって正極板と負極板との間に大きな圧力がかかる。こ
のとき、セパレータは多孔質体であるため、正極板や負極板に比べて圧縮又は変形を起こ
しやすい。即ち、セパレータには、電池の内圧が上昇すると圧しつぶされやすいという傾
向がある。セパレータの圧縮又は変形に伴い、セパレータの孔隙率は減少し、その結果、
セパレータの孔隙に保持されていた電解液の量も減少し、イオンの移動が妨げられてしま
うため、充放電の繰り返しに伴い、電池のインピーダンスは徐々に増大する。よって、サ
イクル特性を改善するには、セパレータのインピーダンス及び通気性を改良すればよい。
【０００６】
　セパレータの構造及び性能が二次電池の体積、出力特性、充放電容量及びサイクル寿命
に大きく影響することから、従来、セパレータの構造や性能を改善するさまざまな技術が
提案されてきた。
【０００７】
　特許文献１には、内部短絡が起こりにくく寿命の長い密閉型鉛蓄電池が開示されている
。その中で使用されているセパレータは、親水化処理を施した合成繊維製不織布と、ガラ
ス繊維マットとからなり、上記合成繊維製不織布は、袋状に形成され、ポリプロピレン繊
維とポリエチレン繊維とが混抄されてなり、親水化処理としてスルホン化処理が行われて
いる。
【０００８】
　特許文献２には、短絡が起こりにくく、電解液の保持性に優れ、且つ長時間にわたって
起電反応を行うことが可能なアルカリ電池用セパレータが開示されている。該セパレータ
はポリオレフィン系繊維からなる水流絡合不織布にビニルモノマーをグラフト重合するこ
とで親水化処理を行ったものであり、その中で、上記ポリオレフィン系繊維は、ポリオレ
フィン系分割性複合繊維が分割されてなる極細繊維を主体とし、上記水流絡合不織布は未
分割の繊維（直径０．５～９デニール、即ち０．０５６～１０ｄｔｅｘ、０．０６～１０
μｍ）と、分割した極細繊維（直径０．０１～０．４デニール、即ち０．０１１～０．４
４ｄｔｅｘ、０．０１～０．４５μｍ）とを絡合させることによって不織布にしたものと
している。さらに、上記セパレータの強度を上げるため、低融点のポリオレフィン系接着
繊維で水流絡合不織布を接着することが好ましいとしている。
【０００９】
　特許文献３には、充放電サイクル寿命の長い密閉型鉛蓄電池を得るための袋状セパレー
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タが開示されている。該セパレータは、耐酸性の高い熱可塑性合成樹脂繊維を主体とする
フェルト状不織布を溶着することで袋状にしたものである。特許文献３の実施例には、下
記の組成を有するフェルト状不織布が挙げられている。即ち、強度を上げるための含有量
１０質量％のアクリロニトリル系繊維、バインダとして含有量５質量％のアクリル樹脂、
主体となる耐酸性の高い熱可塑性合成樹脂繊維として含有量７０質量％のポリプロピレン
細繊維、及び孔隙率を制御するための含有量１５質量％且つ繊維径３μｍのガラス繊維で
ある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１０】
【特許文献１】特開平１０－４０８９６号公報
【特許文献２】特開平７－１４７１５４号公報
【特許文献３】特開昭６１－９６６５９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　上記の通り、従来、鉛蓄電池用セパレータに用いられる主な材料としてはガラス繊維、
親水化処理を施したポリプロピレン等のポリオレフィン系熱可塑性合成樹脂繊維又は不織
布、親水化処理を施したナイロン不織布等が通常用いられてきた。つまり、熱可塑性合成
樹脂繊維又は不織布には全て親水化処理が必要であった。これは、充電及び放電を繰り返
す際、親水化処理を施したセパレータ材料が高いレベルの自己放電性能を有しているため
である。
【００１２】
　しかし、多くの種類の熱可塑性合成樹脂繊維は親水性が良好でなく、しかも従来はこれ
らの熱可塑性合成樹脂繊維に親水化処理を行うのに好適な親水化処理方法もなかったため
、電池のセパレータ材料にこれらの熱可塑性合成樹脂繊維を用いることができなかった。
しかも、上記のポリオレフィン系熱可塑性合成樹脂繊維には親水化処理を行うことができ
るものの、親水化処理そのものは煩雑な工程であり、且つ、親水化処理後の繊維又は不織
布の価格は大幅に上がってしまうため、電池全体のコスト上昇を招いていた。
【００１３】
　よって、二次電池のセパレータ材料として用いることのできる低コストな合成樹脂繊維
又は不織布が強く求められていた。
【００１４】
　本発明は、工程が簡単で低コストであり且つ優れた性能を有する電池用セパレータ構造
体及び該セパレータ構造体を有する鉛蓄電池を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
　本発明は、電池用セパレータ構造体を提供し、該電池用セパレータ構造体はアクリロニ
トリル系繊維不織布セパレータとガラス繊維マットセパレータとの積層体を備え、アクリ
ロニトリル系繊維不織布セパレータには、直径０．５μｍ～２．０μｍのアクリロニトリ
ル系細繊維と、直径２．５μｍ以上のアクリロニトリル系太繊維とが少なくとも用いられ
ている。
【００１７】
　本発明の電池用セパレータ構造体によれば、アクリロニトリル系太繊維の直径は２．５
μｍ～８．０μｍであることが好ましい。
【００１８】
　本発明の電池用セパレータ構造体によれば、アクリロニトリル系繊維不織布セパレータ
において、アクリロニトリル系細繊維の含有量はアクリロニトリル系太繊維の含有量より
多いことが好ましい。
【００１９】
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　本発明の電池用セパレータ構造体によれば、アクリロニトリル系繊維不織布セパレータ
において、アクリロニトリル系細繊維の含有量は５０質量％～１００質量％であることが
好ましい。
【００２０】
　本発明の電池用セパレータ構造体によれば、アクリロニトリル系繊維不織布セパレータ
において、アクリロニトリル系太繊維の含有量は５０質量％以下であることが好ましい。
【００２１】
　本発明の電池用セパレータ構造体によれば、アクリロニトリル系繊維不織布セパレータ
の目付量は４５ｇ／ｍ2～８０ｇ／ｍ2であることが好ましい。
【００２２】
　本発明の電池用セパレータ構造体によれば、アクリロニトリル系繊維不織布セパレータ
において用いられているアクリロニトリル系細繊維とアクリロニトリル系太繊維とは、湿
式紡糸法によって形成されたものであることが好ましい。
【００２３】
　本発明の電池用セパレータ構造体によれば、アクリロニトリル系繊維不織布セパレータ
は袋状であり、ガラス繊維マットセパレータは薄板状であり、アクリロニトリル系繊維不
織布セパレータの両面にガラス繊維マットセパレータがそれぞれ積層されていることが好
ましい。
【００２４】
　本発明の電池用セパレータ構造体によれば、正極板及び／又は負極板の集電体はエキス
パンド格子であることが好ましい。
【００２５】
　本発明の電池用セパレータ構造体によれば、アクリロニトリル系繊維不織布セパレータ
には、直径０．５μｍ～２．０μｍのアクリロニトリル系細繊維と、直径２．０～５．０
μｍのポリプロピレン繊維とが少なくとも用いられていることが好ましい。
【００２６】
　本発明は、極板群を提供し、該極板群は、複数の正極板と複数の負極板とが電池用セパ
レータ構造体を介して交互に並べられてなる。
【００２７】
　本発明は、さらに鉛蓄電池を提供し、該鉛蓄電池は極板群を備えている。
【発明の効果】
【００２８】
　本発明によれば、提供するセパレータ構造体は、従来のポリオレフィン系熱可塑性合成
樹脂繊維に代わりアクリロニトリル系繊維を用いることにより、親水化処理が不要である
ため、工程が簡単で低コストであり且つ優れた性能を有し、しかも薄くても耐久性に優れ
ているので、電池の安全性及びサイクル寿命特性を確保することができる。本発明によれ
ば、提供する鉛蓄電池は上記のセパレータ構造体を用いているため、安全性及びサイクル
寿命特性にも優れている。
【図面の簡単な説明】
【００２９】
【図１】本発明のセパレータ構造体を有する極板群の模式図である。
【図２】（ａ）は本発明のアクリロニトリル系繊維不織布セパレータにおいて用いられる
アクリロニトリル系繊維の顕微鏡写真である。（ｂ）は（ａ）のアクリロニトリル系繊維
の表面に存在するしわの拡大写真である。
【図３】（ａ）は従来の親水化処理としてスルホン化処理を施したポリプロピレン繊維か
らなる不織布セパレータにおける、ポリプロピレン細繊維及び太繊維の分布状態を示す顕
微鏡写真である。（ｂ）は（ａ）において大きいほうの円で示したポリプロピレン太繊維
の拡大写真である。
【図４】本発明のセパレータ構造体を有する極板群の実施形態を示す模式図である。（ａ
）は本実施形態の第１の例を示す側面視の断面図、（ｂ）は本実施形態の第２の例を示す
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側面視の断面図、（ｃ）は本実施形態の第１の例を示す平面図、（ｄ）は本実施形態の第
２の例を示す平面図である。
【発明を実施するための形態】
【００３０】
　以下、図面を参照しながら本発明について説明する。図面において、説明の簡略化のた
め、実質的に同じ機能を有する構成要素には同一の符号を付して表す。なお、本発明は以
下の実施形態に限定されない。
【００３１】
　本発明の電池用セパレータ構造体は、アクリロニトリル系繊維不織布セパレータと、ガ
ラス繊維マットセパレータとの積層体を備え、その中で、アクリロニトリル系繊維及びそ
の不織布の組成及び構造、並びにガラス繊維及びそのマットの組成及び構造を設計すると
ともに、両セパレータ間の配置関係を最適化することによって、親水性が低く且つ親水化
処理を施していないアクリロニトリル系繊維不織布を用いても、工程が簡単で低コストで
あり且つ優れた性能を有する電池用セパレータを実現することができる。
【００３２】
　図１は本発明のセパレータ構造体を有する極板群の模式図である。その中で、セパレー
タ構造体は、アクリロニトリル系繊維不織布セパレータ４ａとガラス繊維マットセパレー
タ４ｂとの積層体からなるとともに、正極板２と負極板３との間に挟持されている。
【００３３】
　本発明の極板群は、複数の正極板と複数の負極板とが上記電池用セパレータ構造体を介
して交互に並べられてなる。
【００３４】
　本発明の鉛蓄電池の特徴は、上記の極板群を備えている点にある。本発明の鉛蓄電池は
、開放型の液体型鉛蓄電池でも密閉型の弁制御型鉛蓄電池でもよいが、密閉型の弁制御型
鉛蓄電池であることが好ましい。
【００３５】
　アクリロニトリル系繊維不織布セパレータとガラス繊維マットセパレータとの積層体か
らなるセパレータ構造体として、下記のセパレータ構造体が好ましい。即ち、アクリロニ
トリル系繊維不織布セパレータは袋状であり、ガラス繊維マットセパレータは薄板状であ
り、アクリロニトリル系繊維不織布セパレータの両面にガラス繊維マットセパレータがそ
れぞれ積層されていることが好ましい。
【００３６】
　このようなセパレータ構造体と正極板及び負極板との間の配置形態は、下記の（１）～
（４）の配置形態、即ち、（１）正極板及び負極板のうちの一方を事前に作製した袋状の
アクリロニトリル系繊維不織布セパレータに入れた後、袋状のアクリロニトリル系繊維不
織布セパレータの両面に薄板状のガラス繊維マットセパレータをそれぞれ積層する形態、
（２）正極板及び負極板のうちの一方をアクリロニトリル系繊維不織布セパレータで包み
、該アクリロニトリル系繊維不織布セパレータの両端底部を綴じ合わせて袋状にした後、
該袋状セパレータの両面にガラス繊維マットセパレータをそれぞれ積層する形態、（３）
正極板及び負極板のうちの一方を薄板状のガラス繊維マットセパレータ２枚で挟み、さら
にアクリロニトリル系繊維不織布セパレータで包んだ後、アクリロニトリル系繊維不織布
セパレータの両端底部を綴じ合わせて袋状にする形態、及び（４）正極板及び負極板のう
ちの一方をガラス繊維マットセパレータ２枚で挟んだ後、事前に作製した袋状のアクリロ
ニトリル系繊維不織布セパレータに入れる形態、のうちいずれか１つであってよい。
【００３７】
　図４は上記セパレータ構造体を有する極板群の実施形態を示す模式図である。
【００３８】
　図４（ａ）は本実施形態の第１の例を示す側面視の断面図であり、図４（ｃ）は本実施
形態の第１の例を示す平面図である。
【００３９】
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　第１の例は、下記の２種類の場合、即ち、（Ａ）正極板及び負極板のうちの一方をアク
リロニトリル系繊維不織布セパレータで包み、該アクリロニトリル系繊維不織布セパレー
タの両端底部を綴じ合わせて袋状にした後、該袋状セパレータの両面にガラス繊維マット
セパレータをそれぞれ積層する場合、及び（Ｂ）適切な大きさに裁断したアクリロニトリ
ル系繊維不織布を、極板を入れるのに充分なサイズになるよう二つ折りにした後、対向す
る左右両端部を溶着させることで、上記アクリロニトリル系繊維不織布セパレータを事前
に袋状セパレータに形成しておき、正極板及び負極板のうちの一方を袋状セパレータに入
れた後、該袋状セパレータの両面にガラス繊維マットセパレータをそれぞれ積層する場合
、であってよい。
【００４０】
　その結果、図４（ａ）に示す通り、該極板群の構造は順に負極板、ガラス繊維マットセ
パレータ４ｂ、アクリロニトリル系繊維不織布セパレータ４ａ、正極板、アクリロニトリ
ル系繊維不織布セパレータ４ａ及びガラス繊維マットセパレータ４ｂを備えることになる
。このとき、負極板の位置と正極板の位置とは互いに入れ替えてもよい。
【００４１】
　図４（ｂ）は本実施形態の第２の例を示す側面視の断面図であり、図４（ｄ）は本実施
形態の第２の例を示す平面図である。
【００４２】
　第２の例は、下記の２種類の場合、即ち、（Ａ）正極板及び負極板のうちの一方をガラ
ス繊維マットセパレータ２枚で挟み、さらにアクリロニトリル系繊維不織布セパレータで
包んだ後、アクリロニトリル系繊維不織布セパレータの両端底部を綴じ合わせて袋状にす
る場合、及び（Ｂ）適切な大きさに裁断したアクリロニトリル系繊維不織布を、極板を入
れるのに充分なサイズになるよう二つ折りにした後、対向する左右両端部を溶着させるこ
とで、袋状のアクリロニトリル系繊維不織布セパレータを事前に形成しておき、正極板及
び負極板のうちの一方をガラス繊維マットセパレータ２枚で挟んだ後、上記袋状のアクリ
ロニトリル系繊維不織布セパレータに入れる場合、であってよい。
【００４３】
　その結果、図４（ｂ）に示す通り、該極板群の構造は順に負極板、アクリロニトリル系
繊維不織布セパレータ４ａ、ガラス繊維マットセパレータ４ｂ、正極板、ガラス繊維マッ
トセパレータ４ｂ及びアクリロニトリル系繊維不織布セパレータ４ａを備えることになる
。このとき、負極板の位置と正極板の位置とは互いに入れ替えてもよい。
【００４４】
　本発明の袋状セパレータ構造体には、正極板を入れることが好ましい。これは、鉛蓄電
池を代表とする二次電池において、電池容量とは正極の電気容量を指すからである。電池
の放電反応はセパレータを介して対向する正極と負極との間で行うものであるため、正極
が両面とも負極と対向していることが望ましい。よって、充放電効率及びコスト制御の点
から考えると、好ましくは、極板群の最も外側に位置するのがともに負極板であり、即ち
負極板は正極板より１枚多い。
【００４５】
　正極板の集電体はエキスパンド格子であることが好ましい。ここで、正極板の集電体と
してのエキスパンド格子には横骨がなく、正極の導電性が過大になることはない。よって
、正極の集電性が相対的に低下し、それによってハイレート放電時の正極活物質の過放電
を回避することができるため、電池の長寿命化の効果が得られる。負極板の集電体は、エ
キスパンド格子であってもよく、鋳造格子であってもよい。正極板及び負極板の集電体が
共にエキスパンド格子であっても、アクリロニトリル系繊維不織布セパレータを袋状にし
、該袋状セパレータに正極板又は負極板を入れることで、内部短絡の発生を良好に防止し
て電池の寿命特性を向上させることができる。
【００４６】
　以下、アクリロニトリル系繊維及びその不織布の組成及び構造について説明する。
【００４７】
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　まず、アクリロニトリル系繊維は、高分子及び化学繊維の分野において広く用いられて
いる繊維である。該アクリロニトリル系繊維は、アクリロニトリルの含有量が８５質量％
以上の共重合体、通常は三元共重合体から得られる合成繊維であってもよく、アクリロニ
トリルの同種重合体から得られる合成繊維であってもよいが、前者が好ましい。
【００４８】
　アクリロニトリル系繊維の親水性は低く、且つ、従来はそれを親水化処理するのに好適
な方法も開示されていなかったため、アクリロニトリル系繊維はコストが安く、化学繊維
分野において広く用いられているにもかかわらず、電池のセパレータ材料に用いることが
できなかった。
【００４９】
　しかし、本願発明者らは、詳細な検討により、特定の直径範囲にあるアクリロニトリル
系繊維はその表面に該繊維の長さ方向に沿って多数の溝状のしわを有しており、該しわは
電解液を保持して蓄えることができるため、親水性に相当する役割を発揮できるというこ
とを思いがけず発見した。但し、当該アクリロニトリル系繊維の一部を分割すると、表面
のしわは少なくなってしまい、親水性の役割を良好に発揮させることができなくなってし
まう。
【００５０】
　図２（ａ）は本発明のアクリロニトリル系繊維不織布セパレータにおいて用いられるア
クリロニトリル系繊維の顕微鏡写真であり、その拡大倍率は１０００倍である。図２（ｂ
）は図２（ａ）のアクリロニトリル系繊維の表面に存在するしわの拡大写真であり、その
拡大倍率は３０００倍である。この図のうち、矢印で示す部位が溝状のしわである。
【００５１】
　図３（ａ）は従来の親水化処理としてスルホン化処理を施したポリプロピレン繊維から
なる不織布セパレータにおける、ポリプロピレン細繊維及び太繊維の分布状態を示す顕微
鏡写真であり、その拡大倍率は１０００倍である。この図のうち、矢印Aで示す円は不織
布の水流絡合時に引き裂かれてできた細繊維を表し、矢印Bで示す円は太繊維を表す。図
３（ｂ）は図３（ａ）において大きいほうの円で示したポリプロピレン太繊維の拡大写真
であり、その拡大倍率は３０００倍である。図３（ｂ）と図２（ｂ）との比較から、ポリ
プロピレン繊維はアクリロニトリル系繊維と違って、その表面に溝状のしわが存在しない
ということが分かる。
【００５２】
　本発明のアクリロニトリル系繊維不織布セパレータに直径０．５μｍ～２．０μｍのア
クリロニトリル系細繊維を用いることで、該繊維の表面は該繊維の長さ方向に沿って多数
のしわを有するようになるため、上記アクリロニトリル系繊維不織布セパレータがたとえ
極板群からの圧力により圧しつぶされても、アクリロニトリル系細繊維の表面に依然とし
てしわが豊富に存在しており、これらの豊富なしわが依然として電解液を保持し蓄えるこ
とができる。
【００５３】
　しかも、本願発明者らは、上記アクリロニトリル系繊維不織布セパレータにおいて、直
径０．５μｍ～２．０μｍのアクリロニトリル系細繊維のほか、同時に直径２．５μｍ以
上、好ましくは２．５μｍ～８．０μｍのアクリロニトリル系太繊維をさらに用いること
で、セパレータの構造強度を高め、該セパレータをより圧しつぶされにくくすることがで
きるということをさらに発見した。
【００５４】
　上記アクリロニトリル系繊維不織布セパレータによれば、電解液はアクリロニトリル系
繊維間の隙間に保持され蓄えられるだけでなく、アクリロニトリル系繊維の表面のしわに
も保持され蓄えられる。よって、電池のセパレータ材料に用いられる他の合成樹脂繊維と
同等以上の親水性を有することができるため、親水性が高い。但し、上記アクリロニトリ
ル系繊維を従来の分割型繊維に形成した場合、しわに沿って分割されてしまうため、結果
としてしわが消え、親水性が低下してしまう。
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【００５５】
　具体的に、アクリロニトリル系繊維不織布セパレータにおいて、直径０．５μｍ～２．
０μｍのアクリロニトリル系細繊維を採用する。該アクリロニトリル系細繊維は、適度な
細さを有するとともにその表面に多数のしわを有しており、且つ、一定の構造強度も有し
ているため、親水性が向上し、電解液がしっかりと保持される。よって、電池の寿命特性
を、従来の親水化処理を施したポリオレフィン系繊維不織布セパレータを用いた電池と同
等又はそれより高いレベルにすることができる。
【００５６】
　このような効果をより良好に実現するという点から、上記アクリロニトリル系細繊維の
直径は０．８μｍ～１．６μｍであることが好ましい。直径０．５μｍ～２．０μｍのア
クリロニトリル系細繊維のほか、同時に直径２．５μｍ以上のアクリロニトリル系太繊維
をさらに用いてもよい。そのようにすれば、セパレータの構造強度がより向上し、該セパ
レータがより圧しつぶされにくくなるため、電池の寿命特性をさらに向上させることがで
きる。
【００５７】
　しかし、アクリロニトリル系太繊維の比表面積はアクリロニトリル系細繊維の比表面積
より小さいため、表面のしわも相対的に少ない。よって、上記アクリロニトリル系太繊維
が太すぎる場合、比表面積が小さくなり、該太繊維表面のしわも少なくなり、電解液を保
持して蓄えることが困難になるため、セパレータの性能に悪影響が出てしまい、その結果
、電池の寿命特性に影響してしまう。よって、この点から、上記アクリロニトリル系太繊
維の直径は２．５μｍ～８．０μｍであることが好ましい。
【００５８】
　アクリロニトリル系繊維の親水性、セパレータの構造強度及び電池の寿命特性という三
つの点から総合的に考えると、本発明のアクリロニトリル系繊維不織布セパレータにおい
て、アクリロニトリル系細繊維の含有量はアクリロニトリル系太繊維の含有量より多いこ
とが好ましい。
【００５９】
　上記アクリロニトリル系繊維の親水性及び電池の寿命特性という点から考えると、上記
アクリロニトリル系繊維不織布セパレータにおける上記アクリロニトリル系細繊維の含有
量は５０質量％～１００質量％であることが好ましい。セパレータの構造強度及び電池の
寿命特性という点から考えると、上記アクリロニトリル系繊維不織布セパレータにおいて
、上記アクリロニトリル系太繊維の含有量は５０質量％以下であることが好ましい。
【００６０】
　また、本発明のアクリロニトリル系繊維不織布セパレータにおいて、上記アクリロニト
リル系太繊維の代わりに、直径２．０～５．０μｍであるポリプロピレン繊維等のポリオ
レフィン系繊維を用いてもよい。この場合でも、得られるセパレータの性能は良好である
が、上記ポリオレフィン系繊維が親水化処理を施していないポリプロピレン繊維のような
親水性の低い繊維である場合、アクリロニトリル系繊維不織布セパレータにおける該ポリ
プロピレン繊維は２５質量％を超えるべきでなく、もし超えればセパレータの性能が低下
してしまう。
【００６１】
　本発明のアクリロニトリル系繊維不織布セパレータの緻密度は、目付量（単位面積当た
り質量）を調整することで調整することができ、且つ、目付量は、セパレータの孔隙率、
孔径及び比表面積にも影響を与える。同等の材質及び面積のセパレータでは、目付量が大
きいほどセパレータの厚さが厚いことを意味している。上記の各方面から総合的に考える
と、本発明のアクリロニトリル系繊維不織布セパレータの目付量は４５ｇ／ｍ2～８０ｇ
／ｍ2であることが好ましい。
【００６２】
　本発明において用いられるアクリロニトリル系繊維は、直径が上記の範囲を満たしさえ
すれば従来のアクリロニトリル系繊維を用いてよく、特に制限はない。
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　上記の通り、本発明において用いられるアクリロニトリル系繊維の原料は、アクリロニ
トリル同種重合体又はアクリロニトリルの含有量が８５質量％以上のアクリロニトリル共
重合体、通常はアクリロニトリル三元共重合体である。これらアクリロニトリル同種重合
体、アクリロニトリル共重合体又はアクリロニトリル三元共重合体には、従来のアクリロ
ニトリル系繊維において用いられているものを全て用いることができ、特に制限はない。
【００６４】
　上記アクリロニトリル三元共重合体に関して、通常、その第一共重合モノマー成分は主
成分即ち８５質量％以上のアクリロニトリルであり、第二共重合モノマー成分は、例えば
メチルアクリレート又はメチルメタクリレート等であって繊維の脆弱性を改善し、第三共
重合モノマー成分は例えばアリルスルホン酸ナトリウム等の金属塩であってその染色性能
を改善している。上記アクリロニトリル系繊維は、各種の紡糸法によって形成することが
できるが、異なる紡糸法を利用して製造すると、性質がわずかに異なってしまう。
【００６５】
　本発明においては、アクリロニトリル系繊維の表面にしわを形成するのが望ましいため
、アクリロニトリル系繊維を湿式紡糸法によって形成することが好ましい。これは、湿式
紡糸法だと繊維の横断面形状を容易に変更できるため、異なる横断面形状の繊維を容易に
形成することができるので、表面にしわを有するアクリロニトリル系繊維の形成に有利に
なるからである。上記湿式紡糸法の例については、特開平７－３４３２１号公報を参照さ
れたい。
【００６６】
　本発明において用いられる上記アクリロニトリル系繊維不織布は、例えば湿式法、ニー
ドルパンチ法、ステッチボンド法及びフェルト法等、従来の合成繊維不織布において通常
用いられてきた従来の製造方法や工程によって製造することができる。上記アクリロニト
リル系繊維不織布の親水性及び電解液に対する保持・吸収性能を考えると、上記アクリロ
ニトリル系繊維不織布は湿式法によって形成することが好ましい。
【００６７】
　上記アクリロニトリル系繊維不織布の各種物性は、電池セパレータや電池の性能に明ら
かに影響する。上記アクリロニトリル系繊維不織布の各種物性に関する通常の範囲は、表
１に示す通りである。
【００６８】
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【表１】

【００６９】
　表１において、純水補液率とは、アクリロニトリル系繊維不織布を溶液中に浸漬した時
、溶液から純水を吸って増加する質量の百分率である。他の項目における具体的な測定方
法は従来の不織布電池セパレータにおいて採用されている方法と同じであるため、ここで
は詳細な説明を省略する。
【００７０】
　本発明のアクリロニトリル系繊維不織布セパレータは、アクリロニトリル系繊維不織布
の完成品をセパレータとして必要なサイズに裁断して用いればよい。該セパレータのサイ
ズは、正極板と負極板とを隔てるのに充分で、且つ電池の機能を良好に実現できるサイズ
でさえあればよく、該セパレータは、一層でもよく、二層以上に折り重ねたものであって
もよい。
【００７１】
　また、本発明の上記アクリロニトリル系繊維不織布セパレータは袋状に形成し、該袋状
セパレータに正極板又は負極板を入れることが好ましい。このようにすれば正極板と負極
板との短絡を良好に防止することができるので、該袋状セパレータは、短絡しやすいエキ
スパンド格子を用いた極板（横骨がないため、活物質があふれ出たり膨張したりしやすい
）に対してより一層効果がある。上記袋状セパレータは、上記の裁断したアクリロニトリ
ル系繊維不織布を、極板を入れるのに十分なサイズになるよう二つ折りにした後、対向す
る左右両端部を溶着することによって作製することができる。
【００７２】
　以下、本発明のガラス繊維マットセパレータの組成及び構造について説明する。
【００７３】
　ガラス繊維マットセパレータはＡＧＭセパレータとも呼ばれ、従来、鉛蓄電池のセパレ
ータとして広く用いられてきた。ガラス繊維マットセパレータには電解液を吸収及び保持
する機能があり、さらに以下の利点となる性能を有している。即ち、耐酸性及び耐腐食性
が極めて高い、硫酸への濡れ性が高い、高温安定性が良好である、コストが低い、ガラス
繊維は非常に小径の繊維に加工することでセパレータの多孔率を極めて高くすることが可
能である、等の利点である。
【００７４】
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　本発明のガラス繊維マットセパレータの組成、構造及び製造方法は、従来の鉛蓄電池に
おいて用いられるガラス繊維マットセパレータの組成、構造及び製造方法と同様であり、
特に制限はない。
【００７５】
　具体的に、本発明のガラス繊維マットセパレータは、１００質量％のガラス繊維で構成
してもよく、９０質量％以上のガラス繊維と、バインダとしての少量の熱可塑性合成樹脂
及びその繊維（例えばアクリル樹脂又はアクリロニトリル系繊維等）とで構成してもよい
。
【００７６】
　本発明のガラス繊維マットセパレータは、製紙機で生産した湿式不織布紙であることが
好ましい。
【００７７】
　上記アクリロニトリル系繊維不織布セパレータと上記ガラス繊維マットセパレータとの
両者を積層すれば、本発明の電池用セパレータ構造体が構成される。上記アクリロニトリ
ル系繊維不織布セパレータと上記ガラス繊維マットセパレータとの両者は、加圧圧着によ
って積層してもよく、バインダによる接着後に圧着を行って積層してもよい。上記アクリ
ロニトリル系繊維不織布セパレータと上記ガラス繊維マットセパレータとの両者は、積層
後に圧着及び／又は接着によってセパレータ構造体を形成し、それから正負極板の間に挟
むのでもよく、上記アクリロニトリル系繊維不織布セパレータと上記ガラス繊維マットセ
パレータとを順に正負極板の間に入れ、それから圧着及び／又は接着を行ってセパレータ
構造体を形成するのでもよく、極板群形成時に採用する加圧圧着又はバインダ圧着を利用
してもよい。
【００７８】
　本発明の上記セパレータ構造体及び上記極板群は、様々な電池に適用可能であるが、二
次電池に用いるのが好ましく、鉛蓄電池に用いるのがより好ましく、弁制御型の鉛蓄電池
に用いるのが特に好ましい。
【００７９】
　本発明の鉛蓄電池の特徴は、上記の極板群を備えている点にあり、他の構造及び製造方
法については、従来から知られているものを採用してよく、特に制限はない。
【００８０】
　例を挙げると、上記鉛蓄電池は下記の方法で組み立てることができる。即ち、Ｎ枚の上
記正極板とＮ＋１枚の上記負極板とを、それぞれセパレータ構造体を介して交互に積層す
ることにより、極板群を得る。それから、１つの極板群のうち同極性の正極耳部を鉛、ア
ルミ又は銅材等の金属板を用いて融接又は鋳込み溶接することで溶接し、正極バスバーを
得る。また、１つの極板群のうち同極性の負極耳部を鉛、アルミ又は銅材等の金属板を用
いて融接又は鋳込み溶接することで溶接し、負極バスバーを得る。そして、電池ケース内
の隔壁によって区画された複数の単セル室に、各極板群をそれぞれ収容する。
【００８１】
　１つの極板群の負極バスバーと、隣り合う単セルにおける極板群の正極バスバーとを鉛
、アルミ又は銅材等の金属板を用いて溶接した後、上記隣り合う単セルにおける極板群の
負極バスバーも、鉛、アルミ又は銅材等の金属板を用いてさらに隣の単セルにおける極板
群の正極バスバーと溶接する。このようにして順に直列接続していくことで、各極板群を
直列接続し、つまり複数の単セルを直列接続する。最後の両端の正極バスバー及び負極バ
スバーは、それぞれ正極端及び負極端になる。上記正極端は正極端子と接続し、上記負極
端は負極端子と接続する。このとき、正負極を区別しやすいように、通常は正極端を赤色
で示し、負極端を緑色で示す。正極バスバーを赤色に塗ったり、負極バスバーを緑色に塗
ったりしてもよい。
【００８２】
　その後、電池キャップを電池ケースの開口部に取り付ける。それから、電池キャップに
設けられた液体注入口から各単セルへ電解液を注入し、その後ケース内で化成を行う。通
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常、電解液は濃度１．１～１．４ｇ／ｍｌの硫酸であり、二酸化珪素等の添加物を含有し
ていてもよい。化成後、電池内部で発生した気体と圧力とを排出するための弁を液体注入
口に固定すると、鉛蓄電池が得られる。
【００８３】
　以下、実施例に基づき、本発明について具体的に説明するが、これらの実施例は本発明
の例示に過ぎず、本発明はこれらの実施例に限定されない。
【００８４】
　（実施例１）
　（１）アクリロニトリル系繊維の作製（アクリロニトリル共重合体から得られるアクリ
ロニトリル系繊維の作製）
　モノマーを、アクリロニトリル：メチルメタクリレート：メタリルスルホン酸ナトリウ
ムが８７．３：１１．５：０．８で平均分子量が約４万のアクリロニトリル共重合体にし
、ジメチルホルムアミドと水とを９５．５：４．５の質量比で混合した混合液に溶かし、
上記アクリロニトリル共重合体の濃度が２７．５質量％になるように該溶液を調整するこ
とで、紡糸原液を調合した。孔径が繊維径と基本的に同じ紡糸口金から該紡糸原液を押し
出し、紡糸の巻取速度／吐出速度＝０．８になるように、ジメチルホルムアミドと水との
比率が６０：４０（２０℃）の溶液中へ紡ぎ出した。
【００８５】
　紡ぎ出した繊維を順にジメチルホルムアミド：水＝７０：３０の溶液、ジメチルホルム
アミド：水＝８０：２０の溶液、及びジメチルホルムアミド：水＝８５：１５の溶液に浸
漬することで溶剤（ジメチルホルムアミド）を徐々に除去し、且つ、繊維長が４．０倍に
なるように一次延伸を行った。
【００８６】
　上記延伸後の繊維を６０℃の水で充分に洗浄した後、該繊維に油剤を付与し、１４０℃
に加熱したローラで上記繊維を乾燥させて緻密化させる。さらに、繊維長が１．３倍にな
るように１１５℃の加熱水蒸気中で二次延伸を行い、繊維長が０．９倍になるように１２
０℃の加熱水蒸気中で収縮させた後、該繊維に油剤を付与するとともに、ピンチで挟んで
乾燥させた。これにより、繊維径が０．５μｍのアクリロニトリル系細繊維を作製し、該
繊維を１００ｍｍに裁断した。
【００８７】
　（２）アクリロニトリル系繊維不織布セパレータの作製
　上記のようにして得た繊維径０．５μｍのアクリロニトリル系細繊維を用いて、湿式法
で不織布を作製した。即ち、上記繊維がほぐれて単繊維となるように上記繊維を水性媒体
中に投入するとともに、異なる繊維を混ぜて繊維のスラリーを作製した。該スラリーをウ
ェブ形成機に送出することで、上記繊維を湿潤状態でウェブ状にし、不織布を作製した。
得られた不織布において、上記アクリロニトリル系細繊維の含有量は１００質量％であっ
た。得られた不織布を不織布セパレータを作製するための所定のサイズに裁断した。
【００８８】
　（３）セパレータ構造体及び極板群の作製
　ガラス繊維マットセパレータには、１００質量％のガラス繊維からなるガラス繊維マッ
トを用いた。
【００８９】
　上記アクリロニトリル系繊維不織布セパレータを袋状セパレータにした。該袋状セパレ
ータは、上記裁断したアクリロニトリル系繊維の不織布を、極板を入れるのに充分なサイ
ズになるよう二つ折りにした後、対向する左右両端部を溶着することで作製したものであ
る。該袋状セパレータの目付量は６５ｇ／ｍ2であった。
【００９０】
　正極板を上記袋状セパレータに入れた後、上記アクリロニトリル系繊維不織布セパレー
タの両面に、薄板状に形成された上記ガラス繊維マットセパレータをそれぞれ積層して、
セパレータ構造体を得た。
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【００９１】
　上記と同様にして、Ｎ枚の上記正極板とＮ＋１枚の上記負極板とをそれぞれ上記セパレ
ータ構造体を介して交互に積層することにより、極板群を得た。この時、上記正極板及び
上記負極板の集電体には、ともにエキスパンド格子を用いた。
【００９２】
　（４）鉛蓄電池の製造
　上記のようにして得た１つの極板群のうち同極性の正極耳部をそれぞれ接続して正極バ
スバーを得た。また、同極性の負極耳部をそれぞれ接続して負極バスバーを得た。電池ケ
ース内の隔壁によって区画された複数の単セル室に、各極板群をそれぞれ収容した。１つ
の極板群の負極バスバーと、隣り合う極板群の正極バスバーとを溶接することで、隣り合
う２つの極板群を直列接続し、これによって各極板群を順に直列接続した。つまり、各単
セルを直列接続した。
【００９３】
　上記複数の直列接続された極板群において、最後の両端に位置する２つの極板群のうち
一方の極板群の正極バスバーを正極端子と接続し、他方の極板群の負極バスバーを負極端
子と接続した。その後、電池キャップを電池ケースの開口部に取り付けた。それから、電
池キャップに設けられた液体注入口から各単セルへ電解液として濃度１．２４２ｇ／ｍｌ
の硫酸を注入し、且つ、電池ケース内で化成を行った。化成後、電池内部で発生した気体
と圧力とを排出するための弁を液体注入口に固定し、鉛蓄電池を得た。
【００９４】
　（５）鉛蓄電池の性能評価
　上記のようにして得た鉛蓄電池のサイクル寿命特性及び内部短絡の発生の有無について
測定を行った。
【００９５】
　サイクル寿命特性の測定方法は下記の通りである。
【００９６】
　電池規格：１２Ｖ、２０Ａｈ
　充電条件：１４．７Ｖの定電圧で最大１２時間充電する
　放電条件：１０Ａ（０．４Ｃ）の定電流で、電圧が１０．５Ｖに低下するまで放電する
　上記の充放電サイクル試験を繰り返し、電池の放電容量が１回目のサイクルにおける放
電容量の８０％まで低下した時に試験を終了し、実施した充放電サイクルのサイクル数を
計算した。該サイクル数によってサイクル寿命特性を評価した。
【００９７】
　（実施例２）
　アクリロニトリル系細繊維の直径を０．８μｍに変更した。それ以外は全て実施例１と
同様の配設及び製造方法によってセパレータ構造体、極板群及び鉛蓄電池を作製した。
【００９８】
　（実施例３）
　アクリロニトリル系細繊維の直径を１．２μｍに変更した。それ以外は全て実施例１と
同様の配設及び製造方法によってセパレータ構造体、極板群及び鉛蓄電池を作製した。
【００９９】
　（実施例４）
　アクリロニトリル系細繊維の直径を１．６μｍに変更した。それ以外は全て実施例１と
同様の配設及び製造方法によってセパレータ構造体、極板群及び鉛蓄電池を作製した。
【０１００】
　（実施例５）
　アクリロニトリル系細繊維の直径を２．０μｍに変更した。それ以外は全て実施例１と
同様の配設及び製造方法によってセパレータ構造体、極板群及び鉛蓄電池を作製した。
【０１０１】
　（比較例１）
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　アクリロニトリル系細繊維の直径を０．４μｍに変更した。それ以外は全て実施例１と
同様の配設及び製造方法によってセパレータ構造体、極板群及び鉛蓄電池を作製した。
【０１０２】
　（比較例２）
　アクリロニトリル系細繊維の直径を２．５μｍに変更した。それ以外は全て実施例１と
同様の配設及び製造方法によってセパレータ構造体、極板群及び鉛蓄電池を作製した。
【０１０３】
　上記のようにして得た鉛蓄電池のサイクル寿命特性及び内部短絡の発生の有無について
測定を行った結果を表２に示す。
【０１０４】
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【表２】

【０１０５】
　実施例１～５について得られた結果から、アクリロニトリル系細繊維の直径が０．５μ
ｍ～２．０μｍの範囲にあると、良好なサイクル寿命特性及び内部短絡防止性を実現する
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ことができ、特に、アクリロニトリル系細繊維の直径が０．８μｍ～１．６μｍの範囲に
あると、サイクル寿命特性がより良好であるということが分かる。その原因は、該アクリ
ロニトリル系細繊維が適度な細さを有していて比表面積が大きく、且つその表面に多数の
しわを有するため、親水性が向上しており、電解液がしっかりと保持されるため、電池の
寿命特性が優れたものとなるためと考えられる。
【０１０６】
　しかし、比較例１及び２について得られた結果から、アクリロニトリル系細繊維の直径
が０．５μｍを下回る、又は２．０μｍを上回る場合、サイクル寿命特性が低下してしま
うことが分かる。その原因は、アクリロニトリル系細繊維の直径が０．５μｍを下回ると
、該細繊維の構造強度が低下し、不織布セパレータの構造強度も低下するので、該セパレ
ータが極板群に圧しつぶされて電解液を充分に吸収できなくなり、結果として電池のサイ
クル寿命が低下してしまう一方、アクリロニトリル系細繊維の直径が２．０μｍを上回る
と、該細繊維が太くなりすぎ、比表面積が小さくなり、表面のしわも減少するため、電解
液の保持が困難になり、結果として電池のサイクル寿命が低下してしまうためであると考
えられる。
【０１０７】
　（実施例６）
　実施例１において述べた方法と同様の方法で、直径１．２μｍのアクリロニトリル系細
繊維と、直径２．５μｍのアクリロニトリル系太繊維とをそれぞれ作製した後、上記アク
リロニトリル系細繊維と上記アクリロニトリル系太繊維とを同時に用いてアクリロニトリ
ル系繊維不織布セパレータを作製した。該アクリロニトリル系繊維不織布セパレータにお
いて、上記アクリロニトリル系細繊維の含有量は６０質量％であり、上記アクリロニトリ
ル系太繊維の含有量は４０質量％であった。それ以外は全て実施例１と同様の配設及び製
造方法によってセパレータ構造体、極板群及び鉛蓄電池を作製した。
【０１０８】
　（実施例７）
　アクリロニトリル系太繊維の直径を３μｍに変更した。それ以外は全て実施例６と同様
の配設及び製造方法によってセパレータ構造体、極板群及び鉛蓄電池を作製した。
【０１０９】
　（実施例８）
　アクリロニトリル系太繊維の直径を３．５μｍに変更した。それ以外は全て実施例６と
同様の配設及び製造方法によってセパレータ構造体、極板群及び鉛蓄電池を作製した。
【０１１０】
　（実施例９）
　アクリロニトリル系太繊維の直径を４μｍに変更した。それ以外は全て実施例６と同様
の配設及び製造方法によってセパレータ構造体、極板群及び鉛蓄電池を作製した。
【０１１１】
　（実施例１０）
　アクリロニトリル系太繊維の直径を４．５μｍに変更した。それ以外は全て実施例６と
同様の配設及び製造方法によってセパレータ構造体、極板群及び鉛蓄電池を作製した。
【０１１２】
　（実施例１１）
　アクリロニトリル系太繊維の直径を８．０μｍに変更した。それ以外は全て実施例６と
同様の配設及び製造方法によってセパレータ構造体、極板群及び鉛蓄電池を作製した。
【０１１３】
　図２（ａ）は上記直径８．０μｍのアクリロニトリル系太繊維そのものの顕微鏡写真で
ある。図２（ｂ）は図２（ａ）のアクリロニトリル系太繊維の表面に存在するしわの拡大
写真である。
【０１１４】
　（実施例１２）
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　アクリロニトリル系繊維不織布のうち、アクリロニトリル系細繊維の含有量を５０質量
％に、上記アクリロニトリル系太繊維の含有量を５０質量％に変更した。それ以外は全て
実施例８と同様の配設及び製造方法によってセパレータ構造体、極板群及び鉛蓄電池を作
製した。
【０１１５】
　上記のようにして得た鉛蓄電池のサイクル寿命特性及び内部短絡の発生の有無について
測定を行った結果を表３に示す。
【０１１６】
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【表３】

【０１１７】
　実施例６～１１について得られた結果から、本発明のアクリロニトリル系繊維不織布セ
パレータにおいて、アクリロニトリル系細繊維のほかに直径２．５μｍ以上のアクリロニ
トリル系太繊維をさらに用いることで、セパレータの構造強度を高めることができ、それ
によって該セパレータが圧しつぶされにくくなるため、電池の寿命特性をさらに向上させ
られるということが分かる。しかし、上記太繊維が太すぎる場合、該太繊維表面のしわが
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が出てしまい、その結果、電池の寿命特性に影響してしまう。よって、本発明において、
アクリロニトリル系太繊維の直径は２．５μｍ～８．０μｍであることが好ましい。
【０１１８】
　実施例１２と実施例８とを比べてみると、アクリロニトリル系繊維不織布のうち、アク
リロニトリル系細繊維の含有量がアクリロニトリル系太繊維の含有量より多いと、得られ
るサイクル寿命特性がより良好であるということが分かる。アクリロニトリル系細繊維の
含有量がアクリロニトリル系太繊維の含有量以下であると、太繊維が相対的に多くなり、
比表面積が相対的に小さくなるため、繊維のしわが少なくなり、電解液の保持がやや困難
になって、サイクル寿命がやや短くなってしまう。
【０１１９】
　実施例６～１１について得られた結果を合わせて考えると、本発明のアクリロニトリル
系繊維不織布セパレータにおいて、上記アクリロニトリル系細繊維の含有量は５０質量％
～１００質量％であることが好ましく、上記アクリロニトリル系太繊維の含有量は０質量
％より大きく５０質量％以下であることが好ましい、ということが分かる。
【０１２０】
　（実施例１３）
　袋状セパレータの目付量を４５ｇ／ｍ2に変更した。それ以外は全て実施例８と同様の
配設及び製造方法によってセパレータ構造体、極板群及び鉛蓄電池を作製した。
【０１２１】
　（実施例１４）
　袋状セパレータの目付量を５０ｇ／ｍ2に変更した。それ以外は全て実施例８と同様の
配設及び製造方法によってセパレータ構造体、極板群及び鉛蓄電池を作製した。
【０１２２】
　（実施例１５）
　袋状セパレータの目付量を７５ｇ／ｍ2に変更した。それ以外は全て実施例８と同様の
配設及び製造方法によってセパレータ構造体、極板群及び鉛蓄電池を作製した。
【０１２３】
　（実施例１６）
　袋状セパレータの目付量を８０ｇ／ｍ2に変更した。それ以外は全て実施例８と同様の
配設及び製造方法によってセパレータ構造体、極板群及び鉛蓄電池を作製した。
【０１２４】
　上記のようにして得た鉛蓄電池のサイクル寿命特性及び内部短絡の発生の有無について
測定を行った結果を表４に示す。
【０１２５】
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【表４】

【０１２６】
　実施例１３～１６及び実施例８について得られた結果から、本発明のアクリロニトリル
系繊維不織布セパレータの目付量も、電池のサイクル寿命特性に影響を与えるということ
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が分かる。これは、目付量がセパレータの強度や孔隙率等も反映しているからである。上
記セパレータの目付量が少ないと、該セパレータの構造強度も低くなり、極板群に圧しつ
ぶされやすくなるため、サイクル寿命特性に影響が出てしまう。一方、上記セパレータの
目付量が多いと、セパレータの緻密度が高くなるため、該セパレータ内において電解液を
保持し蓄える隙間が不足するので、電池のサイクル寿命特性に影響が出てしまう。よって
、本発明において、アクリロニトリル系繊維不織布セパレータの目付量は４５ｇ／ｍ2～
８０ｇ／ｍ2であることが好ましい。
【０１２７】
　（実施例１７）
　直径が２．５μｍのアクリロニトリル系太繊維に代わり、直径が２μｍの親水化処理を
施していないポリプロピレン繊維を用い、且つ、アクリロニトリル系細繊維の含有量を８
０質量％にし、親水化処理を施していないポリプロピレン繊維の含有量を２０質量％にし
た。それ以外は全て実施例６と同様の配設及び製造方法によってセパレータ構造体、極板
群及び鉛蓄電池を作製した。
【０１２８】
　（実施例１８）
　袋状セパレータに、正極板を入れずに負極板を入れた。それ以外は全て実施例８と同様
の配設及び製造方法によってセパレータ構造体、極板群及び鉛蓄電池を作製した。
【０１２９】
　（実施例１９）
　アクリロニトリル系繊維をアクリロニトリル同種重合体で作製した。それ以外は全て実
施例８と同様の配設及び製造方法によってセパレータ構造体、極板群及び鉛蓄電池を作製
した。
【０１３０】
　アクリロニトリル同種重合体からアクリロニトリル系繊維を作製する具体的な方法は、
以下の通りである。
【０１３１】
　平均分子量が約４万のアクリロニトリル同種重合体を、ジメチルホルムアミドと水とを
９５．５：４．５の質量比で混合した混合液に溶かし、上記アクリロニトリル同種重合体
の濃度が２７．５質量％になるように該溶液を調整することで、紡糸原液を調合した。孔
径が以下の表２に示す繊維径と基本的に同じ紡糸口金から該紡糸原液を押し出し、紡糸の
巻取速度／吐出速度＝０．８になるようにジメチルホルムアミドと水との比率が６０：４
０（２０℃）の溶液中へ紡ぎ出した。
【０１３２】
　紡ぎ出した繊維を順にジメチルホルムアミド：水＝７０：３０の溶液、ジメチルホルム
アミド：水＝８０：２０の溶液、及びジメチルホルムアミド：水＝８５：１５の溶液に浸
漬することで溶剤（ジメチルホルムアミド）を徐々に除去し、且つ、繊維長が４．０倍に
なるように一次延伸を行った。
【０１３３】
　上記延伸後の繊維を６０℃の水で充分に洗浄した後、該繊維に油剤を付与し、１４０℃
に加熱したローラで上記繊維を乾燥させて緻密化させた。さらに、繊維長が１．３倍にな
るように１１５℃の加熱水蒸気中で二次延伸を行い、繊維長が０．９倍になるように１２
０℃の加熱水蒸気中で収縮させた後、該繊維に油剤を付与するとともに、ピンチで挟んで
乾燥させた。これにより、以下の表２に示す繊維径が１．２μｍのアクリロニトリル系細
繊維を作製し、該繊維を１００ｍｍに裁断した。
【０１３４】
　それとともに、上記と同様の方法及びステップにより、以下の表２に示す繊維径３．５
μｍのアクリロニトリル系太繊維を作製した。
【０１３５】
　その後、実施例８と同様の方法及びステップにより、セパレータ構造体、極板群及び鉛
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蓄電池を作製した。
【０１３６】
　上記のようにして得た鉛蓄電池のサイクル寿命特性及び内部短絡の発生の有無について
測定を行った結果を表５に示す。
【０１３７】
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【表５】

【０１３８】
　実施例１７から、本発明のアクリロニトリル系繊維不織布セパレータにおいて、上記ア
クリロニトリル系太繊維に代わり、公知の直径が２．０～５．０μｍであるポリプロピレ
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られるセパレータの性能は良好であるが、上記ポリオレフィン系繊維が親水化処理を施し
ていないポリプロピレン繊維のような親水性の低い繊維である場合、アクリロニトリル系
繊維不織布セパレータにおける該ポリプロピレン繊維は２５質量％を超えるべきでなく、
もし超えればセパレータの性能が低下してしまう。
【０１３９】
　実施例１８によって得られた結果は、袋状セパレータに正極板及び負極板のうちのどち
らを入れても、本発明の良好な効果が得られることを明らかにしている。
【０１４０】
　実施例１９及び実施例８について得られた結果を比べてみると、アクリロニトリル系繊
維の不織布におけるアクリロニトリル系細繊維及びアクリロニトリル系太繊維は、アクリ
ロニトリル共重合体から作製しても、アクリロニトリル同種重合体から作製しても、本発
明の良好な効果が得られるということが分かる。
【０１４１】
　（比較例３）
　比較例３においては、ガラス繊維マットセパレータのみを使用し、アクリロニトリル系
細繊維及び太繊維を使用しなかった。それ以外は全て実施例１と同様の配設及び製造方法
によってセパレータ構造体、極板群及び鉛蓄電池を作製した。
【０１４２】
　（比較例４）
　正極板及び負極板の集電体両方に鋳造格子を使用した。それ以外は全て比較例３と同様
の配設及び製造方法によってセパレータ構造体、極板群及び鉛蓄電池を作製した。
【０１４３】
　（参考例）
　本参考例は従来の親水化処理を施したポリオレフィン系繊維不織布セパレータを用いた
鉛蓄電池に係る。
【０１４４】
　本参考例において、アクリロニトリル系細繊維に代わり、親水化処理としてスルホン化
処理を施した直径０．５μｍのポリプロピレン細繊維を使用し、且つ、該ポリプロピレン
細繊維の含有量を４５質量％とした。また、アクリロニトリル系太繊維に代わり、親水化
処理を施した直径４．０μｍのポリプロピレン太繊維を使用し、且つ、該ポリプロピレン
太繊維の含有量を５５質量％とした。それ以外は全て実施例６と同様の配設及び製造方法
によってセパレータ構造体、極板群及び鉛蓄電池を作製した。
【０１４５】
　図３（ａ）は本参考例のポリプロピレン繊維からなる不織布セパレータにおけるポリプ
ロピレン繊維の分布状態を示す顕微鏡写真である。図３（ｂ）は図３（ａ）において大き
いほうの円で示したポリプロピレン太繊維の拡大写真である。
【０１４６】
　上記のようにして得た鉛蓄電池のサイクル寿命特性及び内部短絡の発生の有無について
測定を行った結果を表６に示す。
【０１４７】
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【表６】

【０１４８】
　比較例３において得られた電池のサイクル寿命特性は低く、且つ、初期の段階で内部短
絡が発生した。これは、正極板及び負極板の集電体がエキスパンド格子であり、横骨がな
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。
【０１４９】
　これに対し、実施例１～１９を比較例３と比べてみると、明らかに高い効果が得られて
いることが分かる。
【０１５０】
　比較例４について得られた結果は比較例３よりやや良好であったが、電池のサイクル寿
命特性は依然として低く、且つ、中期の段階で内部短絡が発生した。これは、正極板及び
負極板の集電体が鋳造格子であり、横骨があるため、余分な活物質があふれ出ることはな
いが、中期において表面の突起により短絡が発生したものと考えられる。
【０１５１】
　これに対し、実施例１～１９を比較例４と比べてみると、明らかに高い効果が得られて
いることが分かる。
【０１５２】
　比較例３～４及び実施例１～１９について得られた結果を比べてみると、セパレータ構
造体においてアクリロニトリル系繊維不織布セパレータとガラス繊維マットセパレータと
を同時に備えると、ガラス繊維マットセパレータしか備えていない場合に比べて、より良
好に電池の性能を向上させられるということが分かる。
【０１５３】
　一方、参考例について得られた電池の性能は、本発明の実施例６～１９と基本的に同水
準であった。このことから、本発明においてアクリロニトリル系繊維を用いて作製したセ
パレータ構造体を使用して得られる電池は、従来の親水化処理を施したポリオレフィン系
繊維不織布セパレータ構造体を使用した電池と同等又はさらに高い性能を有する一方、工
程は大幅に簡略化され、コストも低くなっているということが分かる。
【産業上の利用可能性】
【０１５４】
　本発明は、工程が簡単で低コストであり且つ優れた性能を有する電池用セパレータ構造
体及び鉛蓄電池を提供し、該電池は、電気自動車、電動自転車、電動オートバイク、電動
スクーター、原付電動二輪車等の動力用電源に適用可能である。
【要約】
　本発明の電池用セパレータ構造体は、アクリロニトリル系繊維不織布セパレータとガラ
ス繊維マットセパレータとの積層体を備え、アクリロニトリル系繊維不織布セパレータに
は直径０．５μｍ～２．０μｍのアクリロニトリル系細繊維が少なくとも用いられている
。
【選択図】図１
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【図２】
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